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」
（第68条２項。傍点筆者）と定めているにすぎず、宗教教誨が権利として保障されているわけでは
ない11こととの均衡を失するという批判があるかもしれない。しかし、宗教教誨は、被収容者の改
善更生や心情の安定を図るための刑事政策上の一手段というだけでなく、閉鎖的な公的施設にある
者の宗教的必要に応えるためのものでもあるのであって、実は、そもそも刑事収容施設法が「機会
を設けるように努めなければならない」と定めるにとどめていること自体、信教の自由の観点から
は問題があるように思われるのである。
　信書の発受に関しては、受刑者の場合、基本的にはこれを許すこととし（刑事収容施設法第126条）、
「発受によって、刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生ずるおそれがあるとき」及び「発受によっ
て、受刑者の矯正処遇の適切な実施に支障を生ずるおそれがあるとき」にはその差止め等をするこ
とができるものとされている（同法第129条１項３号及び６号）。この点、一般的には、宗教者との
信書の発受は「受刑者の矯正処遇の適切な実施」に資するものでこそあれ、これに「支障を生ずる
おそれ」は通常はないであろうし、「刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生ずるおそれがある」
とも通常は考えられないであろう。仮に、宗教者との信書の発受についてそのような「おそれ」を
観念しうるとしても、そうした信書の発受が信教の自由の保護領域に含まれると解される以上、こ
の「おそれ」は限定的に解釈される必要があろう。それゆえ、②事件で被告側が主張していたよう
な、被収容者からの信書が増加すると宗教者が感じる精神的負担が増すというようなことまでここ
10　林ほか・前掲注（２）284頁及び537頁参照。
11　林ほか・前掲注（２）283頁。
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でいう「おそれ」に含めるのは、そもそも適当ではないように思われる。
　他方で、死刑確定者については、受刑者の場合とは異なって、信書の発受が一般的に認められる
わけではない（刑事収容施設法第139条）。しかし、死刑確定者が信書の発受をすることができる範
囲は面会が許される範囲と同じなのだとしたら12、名古屋地裁が説くように、宗教を内容とする宗
教者との信書は、権利発受が認められる「死刑確定者の心情の安定に資すると認められる信書」（第
139条１項３号）に当たると解するべきであろう。こう解するにしてもその発受の差止め等はあり
うるが、その場合についても、受刑者による信書の発受について述べたのと同様に考えるべきであ
る。
　さらに、①事件及び②事件では問題となっていないが、被収容者の宗教的自由という観点からは、
宗教的な書籍の閲覧についても問題にすることができよう。刑事収容施設法は、書籍の閲覧につい
て、「刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生ずるおそれがあるとき」及び「その矯正処遇の適
切な実施に支障を生ずるおそれがあるとき」には自弁での書籍等の閲覧を禁止することができる旨
を定めているが（第70条１項１号及び２号）、ここでもやはり、信書の発受について述べたのと同
じことが当てはまるはずである13。
　いずれにせよ、これまで、刑事収容施設法第67条及び第68条が明文で認める「礼拝その他の宗教
上の行為」、「宗教上の儀式行事」への参加、「宗教上の教誨」を越えて、刑事施設の被収容者の宗
教的自由が論じられることは必ずしも多くなかったように思われる。しかし、被収容者の宗教的自
由を確保するためには、刑事施設の実態に広く目を向け、刑事収容施設法の解釈を洗いなおす必要
があるし、さらには刑事収容施設法それ自体の見直しにも目を向ける必要があるように思われる14。
12　林ほか・前掲注（２）711頁。
13　「よど号」新聞記事抹消事件に関する最大判昭和58年６月22日民集37巻５号793頁も参照。
14　なお、刑事収容施設法附則第41条は、施行日から５年以内に同法の施行状況を検討し、必要な措置を講ずるべき
旨を定めており、日本弁護士連合会の「刑事被収容者処遇法『５年後見直し』に向けての改革提言」（平成22年11
月17日）は、「被収容者の宗教に深く根差した食習慣等にまったく配慮を見せない施設が存在」する現状を問題に
して、被収容者の「宗教・食事・生活習慣・文化等を可能な限り尊重し、特段の配慮を要する旨の一般的規定」を
同法に設けることを提案している。
